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一 般 行 政 経 費 の 状 況 

 

１ 一般行政経費に関する調査の目的 

平成16年６月４日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」

において、「地方の財政状況について、国民への迅速で分かり易い説明に一層配意する」

とされたこと及び平成16年11月26日における三位一体の改革に関する政府・与党合意に

おいて、「決算を早期に国民に分かりやすく開示する」とされたことを受け、地方財政計画の

透明性及び地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）の制度の向上を目的として、平

成 16年度調査から「一般行政経費の状況（決算統計調査表 90表）」として追加された調査

であり、地方財政計画の一般行政経費に対応すると考えられる経費等について、現行の決

算統計を活用して主要な政策目的ごとに単独事業費及び補助事業費を調査したものであ

る。 

 

２ 表の見方等 

(1)  区分（表側） 

地方財政計画の一般行政経費 
対応する決算統計上の目的別歳出項目 

（決算統計調査表 07 表～13 表） 

１ 少子化対策等に要する経費 民生費のうち、児童福祉費 

２ 高齢化対策等に要する経費 民生費のうち、老人福祉費 

３ 社会福祉等に要する経費 
民生費。ただし、老人福祉費、児童福祉費、災害救助費

を除く。 

４ 災害救助に要する経費 民生費のうち、災害救助費 

５ 環境対策等に要する経費 衛生費のうち、清掃費 

６ 健康対策等に要する経費 衛生費。ただし、清掃費を除く。 

７ 雇用・失業対策等に要する経費 労働費 

８ 農林水産業振興等に要する経費 農林水産業費 

９ 地域産業振興等に要する経費 商工費 

10 地域基盤整備等に要する経費 土木費 

11 防災対策等に要する経費 消防費 

12 人材育成等に要する経費 教育費 

13 災害復旧等に要する経費 災害復旧費 

14 管理的経費 総務費 

15 その他の経費 議会費、公債費、諸支出金、前年度繰上充用金等 
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(2）一般行政経費に含まれない性質別歳出項目 

ア  物件費のうち、備品購入費及び地方債発行手数料等 

イ  補助費等のうち、公営企業繰出金 

ウ  貸付金のうち、国の予算貸付等に係るもの 

エ  繰出金のうち、公営企業繰り出金 

オ  積立金 

カ  投資・出資金 

キ  前年度繰上充用金 

ク  その他（児童手当を除く人件費、維持補修費、投資的経費及び公債費） 

 

 

(注） 地方財政計画等 

   「地方財政計画」 

   内閣が作成する、翌年度の地方公共団体の歳入歳出の見込額に関する書類のこと。 

    地方財政計画には、①地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の保障を

行なう、②地方財政と国家財政・国民経済等との調整を行なう、③個々の地方公共団

体の行財政運営の指針となる、という役割がある。 

 

  「一般行政経費」 

   地方財政計画上の経費の一区分。教育文化施策、社会福祉施策、国土及び環境保

全施策等の諸施策の推進に要する経費をはじめ、地方公共団体の設置する各種公

用・公共用施設の管理運営に要する経費等、地方公共団体が地域社会の振興を図る

とともに、その秩序を維持し、住民の安全・健康、福祉の維持向上を図るために行なう一

切の行政事務に要する経費から、給与関係経費、公債費、維持補修費、投資的経費

及び公営企業繰出金として別途計上している経費を除いたものであり、広範な内容に

わたっている。 


























